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・改正育児介護休業法、

施行日をまたぐ育休はどうなる？

社会保険適用拡大、所定労働時間週20時間以上の判断基準

ビタミンMの内容に関しては、分かりやすく簡潔に表現することを心掛けておりますので、情報のすべてを正確に表すことができない場合があります。このような場合において、内容が
不正確であったこと及び誤植があったことによる生じたいかなる損害に対しても、当事務所は一切の責任を負いません。
また、ビタミンMの内容は、作成日現在において有効な情報です。制度や法律は変更されますので、ご利用日時点での内容を官公庁等にご確認ください。

はい、2022年10月からは、現在の厚生年金保険
加入者が101人以上の企業が、特定適用事業所
となります。それにより、以下の条件を全て満たす
方が、新たに社会保険の加入対象となります。
【適用条件】

☑週の所定労働時間が20時間以上（*1）

☑月額賃金が8.8万円以上（*2）

☑ 2ヶ月を超える雇用の見込みがある

☑学生ではない

（*1）契約上の所定労働時間のこと

（臨時に生じた残業時間は含まない）

（*2）残業代・賞与・臨時的賃金等は含まない

最低賃金に算入しない賃金含まず。

例：精皆勤手当、通勤手当、家族手当等

4週5休制等のため、１週間の所定労働
時間が一定ではない場合等は、当該周
期における１週間の所定労働時間を平均
し、算出します。

また、所定労働時間が1ヶ月単位で定め
られている場合は、1年を52週、1か月を
12分の52週とし、1ヶ月の所定労働時間
を12分の52で除して算出します。

所定労働時間が1年単位で定め

られている場合は、1年の所定労働

時間を52で除して算出します。

就業規則や雇用契約書等で定めら
れた所定労働時間が週20 時間未満で、

業務の都合等により恒常的に実際の
労働時間が週20 時間以上となった場
合は、実際の労働時間が連続する2月
において週20時間以上となった場合で、
引き続き同様の状態が続いている、又
は続くことが見込まれる場合は、実際
の労働時間が週20時間以上

となった月の3月目の初日に

被保険者の資格を取得します。
５

週によって所定労働時間が
違う場合は、どうやって20時間
以上の判断をしたらいいでしょ
うか。

10月から社会保険の適用拡大
に当社は該当するのですが、新
たな加入対象者を教えてください。

週20時間未満の契約でも、いつの間
にか週20時間以上働いていることが
ありますが、この場合はどうしたらいい
のでしょうか。
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改正育児介護休業法、施行日をまたぐ育休はどうなる？

２

６

作成日：2022.6.18
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2022年10月1日に改正育児介護休業法の出生時育児休業（以下「産後パパ育休」）と育児休業の分割取得について
施行されます。今回は施行日をまたぐ休業取得の取扱いについて解説します。

ビタミンＭの“Ｍ”とは、“Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ”を指し、“お客様の経営に効く”
“お客様に活力を与える”存在でありたいとの願いが込められています

制度の概要

育児休業取得例

※保育所に入所できない等の場合は1歳以降最長2歳まで延長可能

【例1】施行日前にパパ休暇（①）を取得し、

出生日 出生後8週 施行日 1歳

パパ休暇 育児休業 育児休業

施行日後に育児休業（③）を2回取得可能

【例2】施行日前にパパ休暇（①）を14日取得し、施行日後に産後パパ

出生日 出生後8週施行日 1歳

パパ休暇 育児休業 育児休業

育休（②）を1回（残14日）取得、その後育休（③）2回取得可能

※施行日前なのでパパ休暇は28日を超える日数でも可

※パパママ育休プラス制度は継続

産後パパ
育休

※パパ休暇と産後パパ育休で合計28 日まで
※パパ休暇（27 日以下）が施行日をまたぐものであっても同様に産後パパ育休取得可

現行 ≪パパ休暇①≫ ⇒ 廃止

子の出生後8週以内に育児休業を取得し、終了した場合は
再度育児休業取得可

現行 ≪育児休業≫

原則分割不可

改正後 ≪産後パパ育休②≫

・子の出生後8週間以内に4週間（28日）まで取得可能
・分割して2回取得可能

改正後 ≪育児休業制度③≫

分割して2回取得可能

・社会保険適用拡大、

所定労働時間週20時間以上の判断基準


